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都市経営研究会では，東京都と多摩地域における地方自治の更なる前進を図るために，
研究会に加えシンポジウムの開催を通じて，日本型州構想や首都圏州構想など，現在の社
会経済状況を踏まえた東京都と多摩地域の広域連携の在り方とそれを裏打ちする自治体の
財政自主権の確立について車の両輪と位置づけて研究を行ってきた。
今日，道州制を巡る議論と取り組みはかつてなく停滞しており，自治体の財政自主権の
確立に向けての地方分権改革も2006年の兆円の税源移譲以降その歩みは止まってしまっ
ている。
逆に，最近の地方消費税の清算基準の見直しと地方法人課税改革を巡る国と地方の動き
を見るとき，そのムーブメントは時計の針を逆戻ししかねない危険性をはらんでいる。本
論文は，地方消費税の清算基準の見直しという大切なテーマにもかかわらず，透明性のあ
るフェアな議論がなされなかった原因を明らかにするとともに，今後の多摩の市町村も含
めた自治体の財政自主権の確立への課題と道筋を考察するものである。
．は じ め に
昨年（2017年）12月の平成30年度与党税制大綱では，消費課税のうちで自治体の取り分と
なる地方消費税の配分基準が，大都市の取り分を減らし地方のそれを増やす方向で決着し
た。遡れば，平成29年度税制改正における与党税制改正大綱に以下のような検討事項が明記
されたことがその発端である。「地方消費税の清算基準については，平成30年度税制改正に
向けて，地方消費税の税収を最終消費地の都道府県により適切に帰属させるため，地方公共
団体の意見を踏まえつつ，統計データの利用方法等の見直しを進めるとともに，必要に応じ
人口の比率を高めるなど，抜本的な方策を検討し，結論を得る」と。そして「この基準の見
直しは，結果的に都道府県間の税収帰属に影響を及ぼすことから，統計データの取り扱いな
どについて専門的見地からの検討が必要である」との認識の下，総務省地方財政審議会の中
に「地方消費税に関する検討会｣
1)
が設置され具体的な検討が進められることになった
（2017年月）。
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検討会は月以降回開催され，11月に報告書が取りまとめられ，その内容が先の与党税
制大綱に反映されたところであるが，月の全国知事会の「地方税財源の確保・充実等に関
する提言」の中で取りまとめられた意見の影響が少なくなかったと考えられる。ちなみにそ
の提言では，「『人口』を重視した地方消費税の清算基準の見直し」とのタイトルの下，「平
成30年度税制改正に向けて，清算基準の見直しにあたっては，料理飲食等消費税を整理統合
して地方消費税が創設されたことや社会保障財源を確保するため地方消費税率を引き上げる
経緯，近年の社会経済情勢の変化等に留意しつつ，統計改革の動きも踏まえ地方消費税に係
る税収の最終的な帰属地と最終消費地を一致させることを目的として統計データの利用方法
等の見直しを進め，可能な限り経済活動の実態を踏まえたものとするとともに，商業統計や
経済センサス活動調査において正確に都道府県別に最終消費を把握できない場合に，消費代
替指標として『人口』を用いること等により，算定における『人口』の比率を高める方向で
見直すことを検討すべきである」と述べられているところである。
．地方消費税に関する検討会
2017年11月に提出された「地方消費税に関する検討会」の報告書では，まず，「．地方
消費税の清算制度の意義と役割」において，「地方消費税は，国の消費税と密接不可分の制
度として仕組むこととされたものであり，国の消費税と同様に，各流通段階で事業者に課税
する一方，前段階税額控除の仕組みを採ることとして，その税負担を最終消費者に求める多
段階の消費課税である。このため，仕向地原則に基づき，『最終消費地と税収帰属地』は一
致することが求められる」との認識を示し「地方消費税と清算制度が一体となって，最終消
費地と税収帰属地がマクロ的に一致し，地方消費税制度が地方独自の多段階型の消費課税と
して成り立っており，かつ，これらの制度は，これまで20年にわたって安定的に運営され，
既に我が国に定着したものといえる」としている。また，清算基準の経緯について「都道府
県間の清算をする際には，都道府県ごとの『消費に相当する額』に応じて按分した額を各都
道府県における地方消費税収として帰属させることとしている。創設時において，この『消
費に相当する額』は，指標の正確性，客観性等を考慮して，国の指定統計を利用して算定す
ることとされ，具体的には，商業統計調査（以下『商業統計』という）における『小売年間
販売額』及びサービス業基本調査における『サービス業対個人事業収入額』を用いることと
された。これらの統計で捉えられ得るのは『消費に相当する額』のおおむね分のであっ
たことから，残りの分のに該当する消費の数値については，国勢調査における『人口』
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1) 堀場会長はじめ名の地方財政審議会委員，持田座長はじめ名の学識経験者，石井富山県知事
はじめ名の地方公共団体関係者で構成。
及び事業所・企業統計調査における『従業者数』を：で用いて，代替することとされ
た。その後の統計改革により，現在は，サービス業基本調査は，経済センサス活動調査に，
事業所・企業統計調査は，経済センサス基礎調査に置き換えられたが，その基本的な枠組み
は創設時と同じである。一方，清算基準に利用する統計データについては，平成27年度税制
改正において経済センサス活動調査から，『情報通信業』，『旅行業』，『土地賃貸業』などを，
平成29年度税制改正において商業統計から『通信・カタログ販売』，『インターネット販売』
を，それぞれ除外する一部見直しがされたほか，代替指標について，人口の割合を高める改
正がなされている」と述べている（図 2-1 ）。
そして「．今回の抜本的見直しの背景」において，「社会経済情勢の変化を踏まえ，現
在の清算基準で用いている統計データが最終消費を表す指標として適当かどうかについて，
検証を行う必要がある」としつつ，また，統計をめぐる新たな取り組みの結果，「清算基準
に用いられる小売とサービスの総額の割合は，創設当時の144兆円：35兆円から，現行では
118兆円：86兆円と大きく変化した。このように，サービス業に係る統計の調査対象が大き
く拡大してきたことを踏まえ，統計データの利用方法や統計データのカバー外の代替指標の
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図 2-1 消費税（国・地方）の多段階課税の仕組みと地方消費税の清算
(出所) 地方消費税に関する検討会資料（2017.4.25）。
○ 消費税・地方消費税の最終負担者は消費者であり，税収は「最終消費地」（下記Ｃ県）に帰属すべ
き（仕向地原則）。
○ しかしながら，我が国の消費税・地方消費税制度においては，製造業者，卸売業者等の各中間段階
で，製造業者，卸売業者等により，本店所在地の税務署（国）に，消費税と地方消費税を一括して申
告納付。
また，その上で税務署（国）から所在都道府県に地方消費税相当額が払いこまれる（納税者の事務
負担軽減の観点から，地方消費税の徴収を国に委託）ため，「最終消費地」（下記Ｃ県）と「税収が一
旦帰属する都道府県」（下記Ａ県・Ｂ県）との不一致が生じる。
○ 地方消費税の清算は，最終消費地と税収の最終的な帰属地（ともに下記Ｃ県）とを一致させるため
に，一旦各都道府県に払い込まれた税収を，各都道府県間において「消費に相当する額」に応じて
「清算」しているもの。
あり方について，検証を行う必要がある」としている。そして「地方消費税が充実し，その
総額が増えていく中，地方消費税の税収をより適切に，最終消費地に帰属させることが求め
られている」と抜本的な見直しの必要性を強調している。
そして「．見直しに当たっての基本的考え方」において，「今回，地方消費税制度創設
以来，初めてとなる抜本的見直しとして，統計データの利用方法，統計カバー率，統計デー
タのカバー外の代替指標について，全般的な検討を行う」と述べ，以下の事項について，検
討会としての考え方を明らかにしている。
2-1 統計データの利用方法の見直し
「地方消費税において，税収の帰属地は，『最終消費地』とされるべきである。この場合の
最終消費地とは，原則として，小売については，『実際に商品が使用（消費）された場所
（主として『居住地』），サービスについては，『サービスの供給地』と考えるべきである」と
し，それを前提として，「最終消費を表すデータをできる限り活用するという観点に立った
検討を行うとともに，統計の計上地と最終消費地にズレが生じているものがないかを検証
し，清算基準として利用することが適当でないものについては，これを除外するべきであ
る。また，非課税取引については，消費税の課税対象にならないことから，当該取引に係る
課税仕入れ分（中間投入）が正確に把握できる場合を除き，清算基準から除外すべきであ
る」と基本的考え方を述べた上で，経済センサス活動調査の導入により，「建設業」「電気
業」「ガス業」「水道業」などの新たな業種の売上高などについて把握が可能になったように
見えるが，それぞれ課題があり，「今回の検討において，新たに清算基準として活用できる
データは現時点では見当たらないという結論に達した」と述べるとともに，「最終消費を表
すデータとして利用することが適切でないと考えられるもの」としてどういうものがあるか
について，「視点Ａ 統計の計上地と最終消費地にズレが生じているものがないかどうか」
と「視点Ｂ 非課税取引等に関するものが含まれていないか」のつの視点に基づきその利
用が適切かどうかの検証を行ったとしている。
その結果，ⅰ「小売り（商業統計）に関するもの」としては，「現在の清算基準では供給
者側の統計を用いていることにより，統計の計上地と最終消費地にズレが生じている場合が
ある」として既に除外されている「通信・カタログ販売」「インターネット販売」に加えて
「持ち帰り消費」がある商業統計における業態分類別のデータのうち「百貨店」「家電大型専
門店」さらに商品販売形態別のデータのうち「自動販売機による販売」を除外する方向で検
討すべきと，また，ⅱ「サービス（経済センサス活動調査）に関するもの」としては，非課
税取引に該当するため，既に除外済みの「土地売買業」，「土地賃貸業」，「貸家業，貸間業」
に加え，「建物売買業」「娯楽に附帯するサービス業」「不動産賃貸業（貸家業，貸間業を除
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く）」「不動産管理業」を除外する方向で検討すべきとしている。また，「医療，福祉」も平
成24年から清算基準に算入されることになったが，「現実には，その売り上げは，主として
診療報酬や介護報酬の対象で非課税であり，統計データから除外する方向で検討すべきであ
る」と述べている。
2-2 統計データのカバー率
「統計データの更新などに伴い，計算上のカバー率については，一定の変化があるが，清
算制度の安定的運用の観点からは，統計カバー率の見直しは本来，頻繁に行われるべきもの
ではない。ただ，今回は制度創設以来の抜本的見直しであることから，統計カバー率につい
ては，5.の統計データの利用方法の見直しを踏まえ，再計算し，新たに設定すべきである」
としているが，制度創設時の統計カバー率である75％に代わる具体的な数値までは「専門的
見地からの検証」の結果である報告書では示し得なかった。
2-3 統計データのカバー外の代替指標
「『消費に相当する額』のうち，統計でカバーできない残りの分の（25％）について
は，『人口』と『従業者数』」が代替指標として用いられてきた。「創設時においては，人口
と従業者数の割合は，：（12.5％：12.5％）とされ，平成27年度税制改正及び平成29年
度税制改正を経て現行では，：（17.5％：7.5％）となっている」としたうえで，報告
書では「代替指標は，地方公共団体にも，地方消費税の最終負担者である住民にもわかりや
すい，簡素なものであることが必要である。このため，『人口』と『従業者数』というつ
の選択肢以外に新たな指標を見出すことは現時点では困難といえよう」としつつ，「改めて
従業者数を用いる経過措置的な意義はもはや残っていない」また，「サービス統計の調査対
象が大きく拡大し，清算基準におけるカバー内に移行している」ので，「単にサービスの代
替指標として従業者数を用いる，という考え方は見直されるべきである」としつつ，「カバ
ー外の代替指標として何が適切なのかを考えるためには，カバー外にどのような業種や消費
が存在するかを検証する必要がある」として「建設業，電気・ガス・水道業，情報通信業な
どに関しては，人口との相関関係が強い」また「以上に加え，インターネット販売など過去
の改正で除外済みの小売りについては，従業者数よりも人口を代替指標と考えるほうが適当
であることなどを考えると，カバー外に存在すると推定される消費の代替指標としては，人
口が最も適当であると考えられる」としたうえで，「統計データのカバー外の代替指標につ
いては，人口が最も簡明で適当であることから，人口を基本として考えるべきであり，従業
者数については，清算基準に用いないこととする方向で検討すべきである」と結論づけてい
る。
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しかし，人口が基本とはいえ，それが直ちに夜間人口であると言い切れるか検証が必要で
ある。すなわち，サービスの消費は，夜間人口よりもむしろ昼間人口との相関性が高いから
である。さらには，消費そのものは所得の多寡に正比例するから，人口が唯一の代替指標と
は言えないことにも留意したい。中里上智大学准教授のように「各都道府県の地方消費税収
（清算後）を各都道府県の消費額（家計最終消費支出（除く持ち家の帰属家賃））で除して消
費額に対する税収の割合を都道府県別にみる｣
2)
という手法・分析は問題の所在を鮮明にし，
示唆に富む。
．平成30年度税制改正大綱と東京都の対応
2017年12月14日に決定を見た与党税制改正大綱と同月22日に，閣議決定された政府税制改
正大綱では，「地方消費税の清算基準の抜本的な見直し」の中で，以下の通り述べられてい
る（図 3-1 ，表 3-1 ）。
地方消費税の清算基準について，社会経済情勢や統計制度の変化等を踏まえ，地方消費税
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2) 中里透（2018）「地方消費税の配分と清算基準のあり方について」（『会計検査研究』月号）
56-57ページ。
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図 3-1 地方消費税の清算基準の抜本的な見直し（案）
(出所) 自民党税制調査会。
の税収をより適切に最終消費地に帰属させるため，抜本的な見直しを行う。
○ 小売年間販売額及びサービス業対個人事業収入額の算定に用いる統計データのうち，以
下の通り，統計の計上地と最終消費地が乖離しているもの，非課税取引に該当するものを
除外。
・商業統計の「百貨店」，「家電大型専門店」，「衣料品専門店」，「衣料品中心店」，「自動販
売機による販売」及び「医療用医薬品小売」
・経済センサス活動調査の「建物売買業」，「娯楽に附帯するサービス業」，「社会通信教
育」，「不動産賃貸業」，「不動産管理業」，「医療・福祉」及び「火葬・墓地管理業」
○ 上記に伴い，統計カバー率を現行の75％から50％に変更し，統計カバー外（50％）の代
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表 3-1 地方消費税の清算基準の抜本的な見直し（案）
〈見直し案〉
① 清算基準に使用する統計データのうち，以下のものを除外する。
自動販売機による販売〔1.2兆円〕
衣料品中心店(※)〔3.1兆円〕
衣料品専門店(※)〔2.4兆円〕
持ち帰り消費等が多い
家電大型専門店(※)〔4.4兆円〕
除外の理由
百貨店(※)〔4.9兆円〕
小売
(商業統計)
非課税取引に該当
不動産賃貸業〔0.4兆円〕
社会通信教育〔0.005兆円〕
娯楽に附帯するサービス業〔0.8兆円〕 売上額を本社等に一括計上
建物売買業〔2.9兆円〕
サービス
(経済センサス)
非課税取引に該当医療用医薬品小売〔5.5兆円〕
売上額を本社等に一括計上
火葬・墓地管理業〔0.04兆円〕
医療・福祉〔31.1兆円〕
不動産管理業〔1.8兆円〕
除外する統計データ
※ 「通信・カタログ販売」（H29改正で除外済み），「インターネット販売」（H29改正で除外済み），
「自動販売機による販売」によるものを二重に除外することのないよう調整。
② 統計カバー率を75％から50％に変更する。
（参考）見直し後の統計データに基づく消費額：148.5兆円（年度間調整後）消費税の課
税ベース：295兆円
③ 統計カバー外(50％)の代替指標は人口とする。
(出所) 自民党税制調査会。
替指標から従業者数を外し，人口のみとする。
このような内容で決着を見た清算基準の見直しであるが，東京都は「地方消費税の清算基
準の見直しに向けた反論」という2017年11月に発表したペーパーでは，次のように主張して
いる。
・清算基準に占める「統計」の比率を下げ，消費代替指標である「人口」の比率を高める
という見直しの方向性は，「税収を最終消費地に帰属させる」という清算基準の制度本来
の趣旨を歪める
・大都市から税収を収奪することを意図した不合理なものと言わざるを得ない
・人口重視は地方消費税を譲与税化することにほかならず，地方分権の流れにも大きく逆
行
との基本的な見解を示したうえで，つの論点を提示している。
ⅰ 地方消費税の応益性を歪める──人口で配分すべきとの国の主張は，地方税の大原則
である応益性を歪め，地方消費税を譲与税化することにほかならない
ⅱ 頑張る自治体が報われない──人口で配分すべきと国は言うが，「人口」の割合が高
くなると，消費活動を活性化させても税収に反映されにくい
ⅲ 税収の格差は交付税で調整されている
ⅳ 最終消費地とは「商品を購入した場所」
ⅴ 県境を越える消費は全体の一部に過ぎない──一部の事象を強調して統計から除外
し，人口に置き換えることは，かえって消費の実態からかけ離れる
ⅵ 客観的な指標を用いるべき──消費の状況をより正確に反映させるため，統計で把握
できる範囲と統計の割合を高めるべき
ⅶ 「人口」＝「消費」ではない──地域ごとの消費支出には差がある
ⅷ 「従業者数」も必要な指標──消費は居住地以外の勤務地等でも行われている
この「反論」の公表は，先述の「税制改正大綱」が決まった日のgか20日前，取り組みの
姿勢の弱さを象徴しているように感じられる。「反論」が相当部分において正鵠を射たもの
だけに残念と言わざるを得ない。
．清算基準の見直しに関する論点整理と検証
都の主張も踏まえて検証すべき論点としては以下の点がある。
4-1 地方消費税の課税根拠──消費活動を支える公共サービスの対価か住民への行政サ
ービスの対価か
多くの地方税原則の中で重要視される原則としては，応益性の原則，安定性の原則，普遍
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性の原則があげられる。このなかで安定性の原則と普遍性の原則から地方消費税が地方税と
してふさわしいことに異論はない（図 4-1 ，4-2 ）。議論が分かれるのは，応益性の原則につ
いてである。都は先の反論書で，地方消費税の課税根拠として応益性の原則に立った税と捉
えて，それを「消費活動を支える公共サービスの対価」すなわち「良好な市場環境の整備」
に求め，「購入地に地方消費税が帰属することには正当性がある」と主張しているが，検討
会の座長の持田信樹教授
3)
は，「応益説をとるにしても，付加価値『生産』にかかる行政サ
ービスとの関連に限定すべきではない。むしろ，消費型付加価値税の負担に対する受益は付
加価値の『生産』ではなく，住民への生活関連の行政サービスからの受益に対する負担とし
て，地方消費税の課税根拠を考えることができる」としている。さらに，「真に比例的な負
担構造をもつ地方所得税（日本の住民税）があれば，地方消費税を居住地課税として課税す
る意義は乏しい。しかし，住民税は2006年の改正で税率が10％の比例税になったものの，課
税最低限が高いため所得階層別の負担率は『比例的』であるとはいいがたい。……課税最低
2018 問われる地方自治体の財政自主権(成田) 755
3) 持田信樹・堀場勇夫・望月正光著（2010）『地方消費税の経済学』有斐閣，-21ページ。
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年度
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推計 計画
元
図 4-1 主要税目（地方税）の税収の推移
(注) 表中における計数は，超過課税を含まない。
 平成27年までは決算額，28年度は推計額（H28.12時点），29年度は地方財政計画額である。
 地方法人二税の平成21年度以降の点線は，国から都道府県に対して譲与されている地方法人
特別譲与税を加算した額。
（㉑0.6兆円，㉒1.4兆円，㉓1.5兆円，㉔1.7兆円，㉕2.0兆円，㉖2.4兆円，㉗2.1兆円，㉘1.8兆
円，㉙2.0兆円）
(出所) 地方消費税に関する検討会資料（2017.4.25）。
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限を下げて真に比例的な住民税を実現することが困難な状況で，間接的にこれを実現する方
法として消費型付加価値税を位置づけることができる（井堀〔1995〕）。地方所得税と消費型
付加価値税を組み合わせると，全体としての地方税が比例的になるという考え方，すなわち
タックス・ミックスが重要になってくるといえよう（林〔2008〕）」との見解に対しては，都
も耳を傾けても良いのではないか。
4-2 仕向地原則─最終消費地の理解──購入場所か，居住地＝消費した場所か
最終消費地は，購入地か居住地かについては，議論の分かれるところである。都は，地方
消費税は，商品やサービスの購入があった取引の段階を「消費」と捉え課されるものであ
り，従って最終消費地は，その「消費」が行われた購入地であると主張している。一方，総
務省の「検討会報告書」では，先述のように統計データから除外すべきものを検討する際の
原則として，「小売りについては，『実際に商品が使用（消費）された場所（主として「居住
地」），サービスについては『サービスの供給地』」と考えるべきとしている。
この購入地か居住地かについては2007年度に(財)地方自治情報センターの主宰で「地方消
費税の清算基準に関する研究会｣
4)
が開催され，あるべき清算基準のあり方についての検討
が行われた際に，その概念の整理が行われたことを想起すべきである。そこでは，「国の消
費税の取扱やカナダの協調売上税（ＨＳＴ）における『供給地ルール』等を踏まえると，実
際の『消費地』に課税権を認めて」いるとして居住地を最終消費地としている。いわゆる
Duty Free Shopにおける買い物が免税になる制度，「輸出物品販売場免税制度」の存在は，
それ自体は国税とはいえ「『購入地』（＝資産の譲渡が行われた場所）と実際の『消費地』が
違うことを前提としており，実際の『消費地』を税収を帰属させるべき仕向地として取り扱
っている」と述べている。また，本来的には供給サイドの統計ではなく，需要サイドの統計
を用いることが合理的であるが，需要サイドの統計はサンプル調査であり，信頼性が相対的
に低いことから，全数調査である供給サイドの統計を用いて代替していると。そして，この
いわばジレンマを解消するためにつの方向性が示されている。
ア）『商業統計』の「小売年間販売額」を昼夜間人口比率で補正
「『購入地』の購入額を昼間人口で，『居住地』の消費額を夜間人口で代替し，『小売年間販
売額』を昼夜間人口比率（昼間人口/夜間人口）で割ることにより補正するという考え方」
イ）統計のカバー率の一定程度の引下げ
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4) 持田東大教授座長，朴准教授，堀場教授，望月教授が委員。その成果を受け，2009年度には「地
方消費税の充実に向けた諸問題に関する研究会」が行われ，経済センサス導入後の清算基準の妥当
性の検証等が行われた。
ただ，いずれの方向性も最終消費地は「居住地」であることを前提にしていることに留
意。
4-3 統計データのカバー率を75％から50％に大幅に引き下げた根拠
① 政府税制改正大綱では，消費に相当する額のうち小売年間販売額について検討会の答
申にあった百貨店，家電大型専門店，自動販売機による販売に加えて，衣料品専門店，衣料
品中心店，医療用医療品小売をも除外対象とされている。持ち帰り消費が多いことなどが理
由であるが，それは検討会の時にも明らかであったはずなのでなぜこの時期に加えられたの
か。
それらの小売販売額は検討会が除外すべきとした百貨店などの販売額に匹敵するだけに，
数字合わせとの疑念を払拭することはできない。ちなみに，検討会で議論された除外対象だ
けを除外して再計算すると統計カバー率は57.5％（見直し後の基準でも正確には53.4％）で
あり，大まかに言って統計カバー率は60％ということになる。その場合の東京都の減収額は
880億円なので，景色が一定程度変わってくる。
また，検討会の報告書では，「首都圏における業態分類別の人あたり年間商品販売額の
状況」で全国平均を100とした指数で最大値の C県の252と他の県の113，98，62の乖離を
示すとともに「百貨店業界におけるある県での営業状況について」として自治税務局で行っ
たアンケート調査をもとに顧客所在住地別の売り上げが県内62％，県外32％，インバウンド
6％の数値を示し，「特定の業態の年間商品販売額において大都市にシェアが集中しており，
持ち帰り消費やインバウンド消費を受けており，除外すべき」としている。百貨店，総合ス
ーパー，家電大型専門店等の業態でそうした事例もあるのは理解できるが，だからと言って
直ちにその販売額の全額を除外するのは行き過ぎではないか。例えば購入商品の発送先が県
内の44％に比べ県外が56％と高いのは，持ち帰りが物理的に難しいことによる発送も含まれ
ていると推察されるのでその比率は参考にならないが，顧客在住地別の売上額の数値は持ち
帰り消費の実情を示していると考えることもできる。従ってもっとも持ち帰りの多い県の売
り上額の持ち帰り比率の多めに見ての割を上限に除外するのもつの方法ではないか。た
だし，これについては持ち帰りの程度がそれほどではない県からはやりすぎとの批判が想定
されるところである（図 4-3-1 ，図 4-3-2 ）。
② 検討会の報告書では「医療・福祉」［31.1兆円］は，売り上げは主として社会保険診
療の対象で非課税になっており除外すべきと。また，大綱では「医療・福祉」に加えて「医
療用医薬品小売」[5.5兆円]を非課税取引に該当ということで外している。一方では「こう
した事業者による『非課税部門への中間投入分』についても，清算基準に含めるべき」との
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図 4-3-2 首都圏における業態分類別の人あたり年間商品販売額の状況
(注) 表中の値は，都県における H26商業統計の業態別年間商品販売額を H27国勢調査における人口で除
した数値を全国平均（100）と比較したもの。
(原典) 経済産業省商業統計表業態別統計編（小売業）を基に自治税務局作成。
(出所) 地方消費税に関する検討会報告書。
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図 4-3-1 百貨店業界におけるある県での営業状況について
(注) 自治税務局にてアンケート調査。数値は回答のあった各社の平均値。
(出所) 地方消費税に関する検討会報告書。
○ ある県で営業している百貨店に係る持ち帰り消費やインバウンド消費の割合は以下の通りとなって
いる。
【表】顧客在住地別の売上額 【表】購入商品の発送先
見解もある中で，課税仕入れに相当する部分については，都道府県ごとの割合を把握するこ
とは現時点では不可能との前提に立った整理の仕方は正しい対応と言えるだろうか。
計数的に見ると，現行の清算基準では商業統計による小売年間販売額117.6兆円と経済セ
ンサスによるサービス業対個人事業収入額85.6兆円の合計203.2兆円が対象とされていたが，
今回の見直しにより清算基準の対象となる金額は，小売年間販売額96.2兆円とサービス業対
個人事業収入額48.5兆円の合計144.7兆円に減少した。その減少額の58.5兆円の大半を占め
るのが，持ち帰り消費等14.8兆円と非課税取引38.3兆円なので，これらについてはもう少し
納得性の高い丁寧な議論を行うべきではなかっただろうか（表 3-1 ）。
4-4 清算基準の見直しの真の受益者は
見直しの結果減収となるのは，東京都（約1,000億円）大阪府（約130億円）に加え減収額
は少ないが北海道，広島県，福岡県の団体である。
埼玉県や千葉県，神奈川県はそれぞれ約220億円，約190億円，約100億円と大幅な増収に
なる。また，茨城県，新潟県はそれぞれ約90億円，また岐阜県は約70億円の増収
5)
。都の減
収額の半分しか東京圏の県に配分されず，残りの半分が全国にバラまかれるのは，問題であ
る。中里准教授の「今回の見直しは最終消費地への税収の適切な帰属を確保するという形式
をとりつつも，実際には大都市圏と地方圏の間の税収格差の是正を強く意識したものとなっ
ていることが示唆される｣
6)
との見解は正鵠を射たものである。ただ，東京都以外の地方交
付税の交付団体の場合，増収額の75％が基準財政収入額にカウントされるために，観念的に
はその分交付税の手取りが減ることになり，実質の増収額は分のに止まる。
従って，地方財政の総体では，東京都の約1,000億円の減収額でもたらされる交付団体の
増収額は，その分のに相当する地方交付税が減少するので，一番の受益者は財務省とい
う見方も成り立つ。地方財政計画で都の減収額に見合う特別な歳出項目を計上していないこ
とを考え合わせると，結果として交付税の減少という形で果実はすべて財務省の手にという
推察が十分に成り立つと考える。報道によると財務省の財政制度等審議会では，清算基準を
100％人口で，しかも若年者と高齢者だけの合計で配分するという財務省案が出されたとさ
れるが，その提案は，都の2,000億円の減収という高いハードル設定を通じて総務省案をバ
ックアップする役割を果たしたと考えられるが，一方で交付税総額の減少というメリットも
狙った案ということができよう。
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5) 各団体の影響額は，総務省発表数値をもとに筆者が試算したものである。
6) 中里透（2018），74ページ。
．今回の決着（東京都の全面敗北）の教訓はなにか
5-1 「東京都対地方」の図式を解消できたか
安倍首相は，2018年月22日の施政方針演説の中の「地方創生」で，「地方の皆さんの創
意工夫や熱意を，1,000億円の地方創生交付金により，引き続き応援します。社会保障分野
においても地方独自の取り組みを後押しするため，都市に偏りがちな地方消費税を，人口を
重視した配分に見直すことで，財源をしっかり確保します」と今回の見直しの成果を強調し
ている。
一方，昨年12月の平成30年度税制改正で地方消費税の配分基準の見直しが決定された時点
で，新聞の見出し
7)
を見ると「消費税の陣 小池氏完敗」「政権の意趣返し？ 孤立深める｣
「地方消費税見直し，東京狙い撃ち」という言葉が躍っている。また，記事では「小池百合
子都知事は衆院選に続き，政権が仕掛けた地方消費税争奪戦に完敗。地方財源を巡る本来の
『国 VS.地方』の構図は『都市 VS.地方』にすり替わり，地方が分断したことで小池氏は孤
立化した。地方創生の下，地方が国への依存を強めている実情も浮き彫りになった」と指摘
している。また，10年前の平成20年度の税制改正で「法人事業税の暫定措置の導入」が図ら
れたときとの違いをつ指摘している。そのつは「この頃はまだ都への配慮があり，最終
的な調整では福田康夫首相が石原慎太郎と会談。地方法人課税の一部を国が吸い上げて地方
に再配分する代わりに，羽田空港の拡張や五輪招致で協力を約束した」ことであり，いま
つは，「今回の見直しは東京都以外の多くの自治体が歓迎する」が「10年前は違った。同じ
ように都市の税収を地方に回す案に宮城や徳島，鳥取など税収が増える側の県知事が『こ
の提案は一見魅力的に映る。しかし理念なき財源調整は地方分権を妨げる“毒まんじゅう”
だ』と反発。知事会も『地方分権に反する税制の改悪には47都道府県が一致して反対する』
と抵抗した」との指摘だ。前者について言えば，かつては東京都知事から自民党東京都連を
通じての自民党税調幹部へ働きかけたが，その有力なツールは，都連幹事長だった内田茂
氏。しかし，そうした手法は，同氏とのバトルを仕掛け追い落とした小池知事にとれる選択
肢ではなく，その上自ら立ち上げた希望の党の選挙公約で消費税アップに反対を表明したこ
とと相俟って，自ら手を縛り上げたとも言える。また，衆院選で敵対勢力に仕立てられ一時
は政権から引きずり降ろされる危機にも直面した自民党に，知事の主張に素直に耳を傾ける
ことが期待できないのは言うまでもない。
次に，前回の法人事業税の暫定措置に反対した全国知事会が，今回は清算基準の見直しを
要望していることも大きい。地方税を国税にして譲与税として再配分するやり方は，結果は
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7) 『日本経済新聞』2017年12月16日朝刊。
ともかく「国対地方」の物差しから言っても筋が悪い。いっぽう今回の清算基準の見直し
は，法人事業税の分割基準の見直しと同レベルの「東京都対地方」の問題という側面もあり
地方の対応を難しくしているのではないか。とくに地方消費税では，人口人当たりの税収
指数
8)
が，全国平均を100とした場合に，2015年度の決算額で見ると沖縄県の81.9を除けば
埼玉県82.7，千葉県83.5，神奈川県89.5，さらには茨城県88.3と三重県88.2，滋賀県87.9，
兵庫県89.2，奈良県83.1と80％台がいずれも東京都，愛知県，大阪府の大都市圏の隣接地で
あることが注目される。今回の見直しで先にも見た通り，埼玉県で約220億円，千葉県で約
190億円，神奈川県で約100億円，茨城県で約90億円，三重県で約60億円，滋賀県で約40億
円，兵庫県で約60億円，奈良県で約30億円のそれぞれ増収がもたらされており，新聞報道で
は，神奈川県の黒岩知事は「理にかなった見直しだ」と歓迎表明しているとのことだが，神
奈川県の研究会
9)
では，産業連関表を用いたシュミレーションを行い，東京若干減，神奈川
増と言っていたことを考えると残念な反応である。また，首都圏ではこれまではディーゼル
車の排ガス規制の先駆的な実施や地方法人課税の分野での反対の共同行動などの都県市の
取り組みの歴史があり，東京五輪の準備でも足並みがそろった団体間での亀裂が，今回の国
の思惑を実現した一因と言えよう。このような足並みの乱れすなわち結束を欠く状況が続け
ば，将来的に深刻な事態になることが憂慮される。
なお，統計カバー率が50％に引き下げられたのは，今回の見直しでその先駆け役とも言え
る奈良県の研究会
10)
の「人口基準を60％％以上」に沿ったものとも言え，自治体間の連携の
大切さが痛感される。
5-2 都道府県格差以上の都市間格差
11)
地方消費税の都道府県格差は，最大の東京都と最小の沖縄県で1.6倍であり，個人住民税
の2.6倍や固定資産税の2.4倍よりも小さいが，日経新聞の調査により，全国の814市区につ
いての28年度の人口人当たりの地方消費税交付金（地方消費税の分の相当）の額で見
ると，トップ10がすべて23区である一方最下位のワースト10には吉川市，白岡市，ふじみ野
市，富士見市，志木市と埼玉県の市，大網白里市，流山市と千葉県の市が入っており，
トップの千代田区の183,114円とラストの志木市の12,264円の倍率が14.9倍となっているの
は，千代田区の数値が10位の江東区（22,947円）の数値の倍と突出していることを加味し
てもさすがに高いと言わざるを得ない。ちなみに，地方消費税の区市町村交付金について
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8) 図 4-2参照。
9) 「地方消費税に関する報告書」2011年月。
10) 「奈良県税制調査会提言」2017年月。
11) 『日本経済新聞』2017年11月24日朝刊。
は，交付基準は創設以来人口と従業者数分のずつであったが，社会保障財源としての税
率引き上げ分については全部人口での配分になっているので，今回の清算基準の見直しと相
俟って緩和されることが予想される。
5-3 自治体間の連携は十分だったか
今回の清算基準の見直しに対しては，メリットを受ける隣接県との連携はかなわず，愛知
県，大阪府との連携による野田総務大臣に対する共同要請を行う（2017年11月14日）にとど
まった。また，同日に都知事と特別区区長会長，東京都市長会会長，東京都町村会会長の連
名で同趣旨の申し入れも行われたところである。
そこでは「見直しに当たっては，地方自治体の意見を踏まえつつ，可能な限り統計によっ
て消費の状況を反映させていく観点から，丁寧かつ十分な議論を行うとともに，仮に見直し
を行う際には，その決定過程，理由，規模等について広く明らかにすること」と要請してい
る。清算基準の見直しによる都道府県別の影響額は，地方消費税交付金を受け取る区市町村
にとっても他人事ではないが，総務省がその影響額を示すことなく「消費に相当する額」の
事務連絡にとどめているのは理解に苦しむところである。この間の国の対応を見ると，残念
ながら上記の共同要請に対して何ら配慮がされていないと言わざるを得ない。それは政策論
議以前の問題であって，民主国家においてはまことに遺憾な事態である。
5-4 政治決着の背景──官邸の政治介入か
地方消費税の地方税における重要性に鑑み，清算基準についても見直しが行われるべきは
言うまでもないが，この問題が政争の道具とされるのは本末転倒である。月刊誌
12)
で報じら
れたように菅官房長官と小池知事の都知事選以来の確執があり，官邸サイドから霞が関の財
務省と総務省に対する政治的な働きかけがあったとの指摘が事実とすれば，税制本来の姿が
歪められたと言わざるを得ず，まことに残念なことである。
．今後の地方法人課税改革の課題──地方法人課税の偏在是正措置を巡って
6-1 法人事業税の偏在是正措置
2008年度から実施された法人事業税の暫定措置（法人事業税の一部を国税化し，譲与税と
して人口と従業者数を基準に府県に配分する制度で，消費税を含む税体系の抜本的改革が行
われるまでの間の暫定措置として導入された）については，消費税率％の段階での復元は
分のにとどまったが，10％の段階では廃止との方針が平成28年度与党税制改正大綱で決
2018 問われる地方自治体の財政自主権(成田) 763
12) 「選択」2017年12月 菅義偉が収奪する「都民の一兆円」。
定されたところである。ただしその際に留保された「これに代わる偏在是正措置」につい
て，平成30年度与党税制改正大綱ではその検討を行うとともに，平成31年度税制改正におい
て結論を得るとされている。
なお，この議論の嚆矢となった2007年月の総務・財務両省による経済財政諮問会議への
「地域間の財政力差の縮小について」の資料の提出から始まる「交付税原資の交換論」など
の総務省と財務省のやり取りや地方サイドの宮城，山形，佐賀，徳島，鳥取の県知事の主
張などの偏在是正措置導入を巡る経緯についても記憶に留めておく必要がある
13)
。
6-2 法人住民税の交付税原資化
2014年度からは法人事業税の暫定措置に加え，法人住民税の地方交付税原資化（法人住民
税の一部を国税化し，地方交付税として地方自治体に配分する制度）が行われた。
すなわち，平成26年度税制改正において，法人住民税の法人税割を，都道府県分について
は5.0％から3.2％に，市町村分については12.3％から9.7％に引き下げ，その引き下げ分の
合計4.4％が国税の地方法人税とされた。さらに平成28年度税制改正においては，先にも述
べたように法人事業税の暫定措置は分の復元されたものの，都道府県分については，
3.2％から1.0％に，市町村分については，9.7％から6.0％にと更なる引き下げが行われ，合
計の5.9％が先の4.4％に上乗せされ地方法人税は10.3％になったところである。
6-3 法人事業税の暫定措置と法人住民税の交付税原資化による東京都の影響額
暫定措置の影響額は，2008年度から毎年度約1,000億円から約2,500億円となっており，
2018年度までの11年間の減収額は約兆円の巨額に達している。また，交付税原資化の影響
額は，2014年度から2018年度までで約7,100億円に達している。両措置により，2018年度ま
での累計額では兆7,000億円もの巨額の財源のカットが東京都に対して行われたことにな
る（図 6-1 ）。
なお，2018年度におけるそれぞれの影響額は2,544億円と2,090億円で合計4,634憶円であ
るが，消費税10％段階における影響額は，暫定措置は廃止されるものの交付税原資化は拡大
され法人事業税交付金の創設と合わせた毎年の減収額は5,016憶円と見込まれるところであ
る。
ちなみに，2018年度の都税収入は兆2,332億円であるが，両者の影響額4,634憶円と消費
税の清算基準の見直しによる1,040億円の合計額5,674億円は，都税収入の割を超えている
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13) 木内征司（2015）「東京都と国との『財政戦争』─「財源調整」をめぐる歴史─」（明治大学公共
政策大学院ガバナンス研究科紀要『ガバナンス研究』No.11）。
という深刻な事態である。
6-4 税源の偏在性が小さい地方税体系の構築
上記の地方法人特別税・地方法人特別譲与税制度と法人住民税法人割の交付税原資化の両
措置のいずれもが，「税源の偏在性が小さい地方税体系の構築」という「課題」に対する回
答であるとされている。そのことは地方税制の基本的考えとしてこれまでも政府税制調査会
でもたびたび議論され答申で謳われてきた経緯がある。
2000年月の「わが国税制の現状と課題」では，「地方公共団体は，地域の実情が様々に
異なる中で，住民の生活に身近で基礎的な行政サービスを広く担う必要があり，安定的な財
政基盤を確立するためには，税源の偏在性が少なく，税収の安定性を備えた地方税体系が必
要」と，また，2007年11月の答申「抜本的な税制改革に向けた基本的考え方」では，「地方
分権の観点から，国・地方の財政状況，国・地方の税体系のあり方等を考えながら，税源の
偏在性が少なく，税収の安定性を備えた地方税体系を構築し，地方税の充実確保を図ること
が重要」とされているところである。さらに，2012年月の「税・社会保障一体改革」の時
のいわゆる「税制抜本改革法」では「税制の抜本的な改革による地方消費税の充実と併せ
て，地方法人課税の在り方を見直すことにより税源の偏在性を是正する方策を講ずることと
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図 6-1 地方法人課税の不合理な偏在是正措置による東京都の影響額
(出所) 東京都財務局資料。
し，その際には，国と地方の税制全体を通じて幅広く検討する」としている。また，平成28
年度与党税制改正大綱においても，「第一 基本的考え方」において，「地方分権の更なる推
進とその基盤となる地方税財源の充実確保を図るとともに，地方法人課税のあり方の見直し
等を通じて，税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築を進める」とされてい
る。
また，2017年12月の「平成30年度与党税制改正大綱」では，「第一 平成30年度税制改正
の基本的考え方」において序文で「地方創生を推進するためには，各地方公共団体が自らの
発想で特色を持った地域づくりを進めていくことが重要であることから，その基盤となる地
方税源の充実確保を図るとともに，税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築
を進める」と述べるとともに，「 地域社会を支える地方税財政基盤の構築 （）都市・
地方の持続可能な発展のための地方税体系の構築」として「偏在性が小さく税収が安定的な
地方税体系を構築することはますます重要性を増している。こうした観点から，消費税率引
き上げに併せ，法人住民税法人税割の地方交付税原資化を段階的に進めるなど，地方税源の
偏在是正に取り組んできたところである。近年，経済再生への取組みにより地方税収が全体
として増加する中で，地域間の財政力格差は再び拡大する傾向にある。地方交付税の不交付
団体においては，財源超過額が拡大し，その基金残高も大きく増加している。一方，交付団
体においては，臨時財政対策債の残高が累増するなど，厳しい財政運営が続いている状況に
ある。地方創生を推進し，一億総活躍社会を実現するためには，税源の豊かな地方公共団体
のみが発展するのではなく，都市も地方も支え合い，連携を強めることが求められる。ま
た，各地方においていきいきとした生活が営まれることは，都市が将来にわたり持続可能な
形で発展していくためにも不可欠である。このためには，偏在性の小さい地方税体系の構築
に向けて，新たに抜本的な取組みが必要である。こうした観点から，特に偏在度の高い地方
法人課税における税源の偏在を是正する新たな措置について，消費税率10％段階において地
方法人特別税・譲与税が廃止され法人事業税に復元されること等も踏まえて検討し，平成31
年度税制改正において結論を得る」としている。
6-5 「税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築」の考察
自治体の安定的な財政基盤の確立は，地方自治の更なる前進に欠かせないものであり，税
源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築そのものは決して否定されるべきもの
ではないが，問題はその中身である。税源の偏在性が少ない地方消費税の充実は地方の総意
と言ってもよく，予定通りの2019年10月からの消費税10％は公約通り実現されるべきは言う
までもないが，偏在性が高いとする法人課税をターゲットにした議論と施策については，今
一度，冷静に考えてみる必要があるのではないか。
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もっとも地域間での税収格差は，経済力格差を反映したものであって，それ自体を一概に
悪と決めつけることはできない。税収に格差がある中にあって，一定の行政サービスの水準
を確保するために地方交付税制度があるのだから，地方交付税制度の拡充の視点を忘れては
ならない。
⑴ 国税化は筋違い
そもそも法人事業税や法人住民税法人税割という地方税を，地方法人特別税・譲与税や地
方法人税という形で国税化することは，最終的には譲与税や地方交付税で地方に還元される
からいいというものではない。地方分権の更なる推進にブレーキをかけるもので税財政改革
としては，筋が悪いと言わざるを得ない。
⑵ 応益性の原則の検討
税源の偏在性の議論も法人事業税・法人住民税においては，地方税の応益性の原則に即し
て考えを整理してみる必要がある。企業の収益は，企業活動からもたらされるのは言うまで
もないが，その企業活動を支える公共サービス，例えば治安や交通インフラを提供している
自治体に，それを賄うに足る十分な財源を保証することは当然である。たとえて言えば金の
卵を産む鶏（企業）に十分な餌と安全な環境（公共サービス）を与えなければ安定的に卵を
得ることはできないわけで，餌代は払わないが卵のおすそ分けは欲しいとは言えないはずで
ある。コストの負担（財政需要）の多さを顧みず，便益（税収）のみのアンバランスを主張
するのはいただけない。
とりわけ円滑な法人活動を保証するためには，その一例として昼間流入人口にかかる財政
需要
14)
がきちんと見られなければならないが，地方交付税の算定においては昼間流入人口
は，東京都の区部では317万人という実態にもかかわらず，72万人という上限値が設定され
ており，需要額で1,680億円の巨額の割落としが行われているのは，法人活動等に対する自
治体の行政サービスの提供に対する理解不足と言わざるを得ない。都の主張では，上限値で
ある72万人は千葉県からの流入人口に過ぎず，神奈川県からの90万人や，埼玉県からの86万
人，さらには都内市町村からの54万人などは無視されている。
⑶ 「人口人当たり」の精査
地方税の税額を団体ごとの絶対額でなく，人口人当たりの額で比較するのは，より正確
な議論のために必要なことであるが，その場合に人口として夜間人口だけを物差しとするの
が適切かという問題がある。例えば，地方税の応益性という観点から昼間人口を考慮して
人当たりで比較すると，道府県税では夜間人口の場合の2.5倍が2.0倍となるという東京都の
指摘は，法人事業税では事業の担い手である法人の事業者数で算定すると人口人当たりの
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14) 「平成29年度東京都普通交付税の算定結果について」＜参考＞算定結果に対する東京都の考え方。
5.7倍が2.9倍と約半分になるという主張とともに傾聴に値する
15)
。
夜間人口のみを人口の指標とする考えは，見方を変えれば経済活動は都道府県内で完結す
るという考えに立脚するものと言うことができ，道州制の導入が課題となっている今日の経
済社会状況にそぐわないのは言うまでもない。地方消費税や法人関係税のように税の種類に
よっては，夜間人口だけでなく，昼間人口や事業者数など複数の人口の物差しが必要と考え
る。また，この点について中里准教授は，消費税が社会保障財源化されたことを踏まえて各
都道府県人口を配分基準として重視すべきとの全国知事会の見解に対して慎重なスタンスを
とっているが同感である。
⑷ 団体の富裕度の物差し
平成30年度与党税制改正大綱では，「地域間の財政力格差は再び拡大する傾向にある。地
方交付税の不交付団体においては，財源超過額が拡大しその基金残高も大きく増加してい
る」ことを「地方法人課税における税源の偏在を是正する新たな措置」の必要性の補強材料
としているが，この点について考えてみたい。
まず，地方交付税の算定における財源超過額であるが，総務省は「東京都・特別区の財源
超過額については，兆円を超える規模にまでなっている。平成24年度には約千百億円
であったものが，25年度には約千百億円，26年度には約千億円，27年度には約千
百億円，28年度で約兆千百億円，29年度で約兆億円となっている」と財源超過額
の増大をもって富裕団体であることを強調しているが，逆に都は，財政需要には不合理な割
落としが行われているとして，その割落とし額は，昼間流入人口での1,680億円に加えて人
口集中地区人口での実態が895万人にもかかわらず，上限値が273万人とされていることによ
る2,240億円，さらには土地価格が㎡あたり都の実態は35.5万円のところ16.0万円の上限
値による250億円，合計4,170億円の割落としがあるとしている。この都の試算を前提とすれ
ば，都の財源超過額は分のに圧縮される。
次に，基金残高増加の要因分析として，総務省は，2006年度から2016年度のかけての全国
ベースでの7.9兆円の増加について，交付団体では5.3兆円で国の施策や合併といった「制度
的な要因」による増加額が2.3兆円「その他将来の歳入減少・歳出増加への備え」による増
加額が5.7兆円と分析する一方，不交付団体は2.7兆円だがそのうち東京都・特別区のものが
2.5兆円で，「制度的な要因」の増加は0.1億円に対し「その他の将来の歳入減少・歳出増加
への備え」が2.4兆円になっていると分析している。
それ自体は事実であるが「全地方団体の基金の増加額のうちの割強が集中しており，ま
た，その内容を見ても，『制度的な要因』はgかにとどまり，ほとんどが『その他の将来の
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15) 「地方法人課税を巡る動向と東京都の主張」2014年月。
歳入減少・歳出増加への備え』による増加となっている状況であることがわかる」とあたか
も東京都・特別区だけが金太りとも捉えかねないコメントを行っているのは，正確な議論で
なく理解に苦しむところである。何故ならば「その他の将来の歳入減少・歳出増加への備
え」には，総務省の言うように景気の動向による法人関係税等の変動，人口減少による税収
減，公共施設等の老朽化対策等，災害，社会保障関係費の増加への備えとしての積み立てが
含まれるので，交付税というセーフティネットで守られている交付団体とは異なり，実際は
交付税という「備え」に期待できない東京都・特別区としては，税収の下振れに対し自らの
虎の子の基金で行政サービスの水準を守らざるを得ないのである。しかも，法人二税のウエ
イトが高く，過去には年で兆円の減収にも見舞われた都としては，財政調整基金7,167
億円，オリンピック・パラリンピック開催準備基金4,063憶円を含む兆1,000億円余の基金
は，セーフティネットとしては決して大きな額とは言えないのである。
⑸ 東京が全国を牽引──経済でも税収でも
人口・企業の集積は全国の割にもかかわらず，経済規模は全国の割を占めるのが東京
都である。都内の GDPは，95兆円で全国の19％，東京の付加価値額は56兆円で全国の23％
と日本経済を牽引している東京
16)
。法人関係税の均てん化が自己目的になって東京の活力を
削いでしまっては元も子もない。そもそも税源の偏在による税収の格差は，国の制度である
世界に冠たる地方交付税制度で調整済みであるので本末転倒した議論は避けたい。
⑹ 「大都市の活力に注目しその増進を図る政策」からの揺り戻し
今から約20年前に遡る1990年代，かっては国際競争力で世界一の時代が続いていた日本が
その後20位前後に急落した状況を踏まえ，当時の小渕内閣は経済戦略会議で，世界的に見て
日本の都市が危機的状況に直面しており，これからは活力の源泉である都市の振興が日本に
とって21世紀のフロンティア事業であり，政府が正面から受け止めて強力に推進していくと
いう日本再生プランを策定した。従来の国土の均衡ある発展という名のもとの都市抑制から
都市集積誘導促進へと都市政策のベクトルのコペルニクス的な転換が図られ，国家戦略とし
て都市再生が位置付けられた。
2001年月には小泉内閣の下で都市再生本部が設置され，都市再生プロジェクトとして羽
田空港の第滑走路の整備や首都圏環状道路の整備などが進められ，その後の日本の国際
競争力の向上と発展にに大きく貢献したのは記憶に新しいところである。また，その一環と
して首都圏や近畿圏の既成市街地への一定規模以上の工場立地や大学の新増設を禁止してい
たいわゆる工業等制限法が2002年月に廃止された。
しかるに，地方創生の名の下に政府は，東京23区の大学の定員増を原則10年間禁止する
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16) 「都民の税金が奪われる」東京都の主張〜平成31年度税制改正に向けて〜 2018年月。
「地域大学振興法案」を今年（2018年）月に閣議決定し，月25日には参院本会議で可決，
成立した。ただこの施策については，「東京集中に歯止めがかからない中，23区への学生集
中を緩和して地方創生につなげる狙いがあるが，効果は不透明だ」と新聞も懐疑的であ
る
17)
。こうした短絡的な政策，「国・地方 VS東京」という構図の政策が矢継ぎ早に打ち出
されてくる事態は，本来骨太で中長期の視点に立った議論が必要な地方税制の改革について
も暗い影を投げかけていると言わざるを得ない。
．お わ り に
日本の地方分権改革は，2000年の地方分権一括法の施行により，機関委任事務が廃止さ
れ，大きな一歩を踏み出した。市町村の平成の大合併はそれなりに進んだものの，都道府県
制度のみならず，国の仕組みを変える道州制の導入はとん挫している状況にある。また，地
方税財政改革も地方への兆円の税源の移譲は行われたものの，その後の動きを見るとこの
間の法人事業税の国税化や法人住民税の交付税原資化などの小手先だけの取り組みが目立つ
ところである。地方税財制制度の改革は，地域間の経済格差＝財政力格差がある中では，地
方税，地方交付税が一体となって自治体の財政自主権強化の方向で進めなければならないこ
とは言うまでもない。地方財政はこの間継続して巨額の財源不足が生じている。地方交付税
が有する財源保障機能や財源調整機能を十全に発揮させるための拡充が必要だ。しかるに，
この間の国の動きを見ると地方分権の推進，地方税財政制度の改革の方向性は本来のあるべ
き姿から逸脱していると言わざるを得ない。
平成31年度の税制改正で，地方法人課税についての見直しが行われるが，地方消費税の清
算基準の見直しの取り組みの反省を踏まえ，オープンなそして客観的なデータに基づく議論
が行われることを期待したい。
そのためには，人口人当たりの地方法人二税の指数（全国平均100）が，251.4の東京都
はもちろんのこと142.2の愛知県それに118.8の大阪府などからの積極的な資料の提供とそれ
をベースにした地方財政審議会などでの活発な議論が必要だ。この団体は昨年11月に地方
消費税の清算基準の見直しに関する共同要請を行ったが，その連携を引き続き進めることも
大切である。
また，国を動かすには政権与党の自民党，公明党の理解と協力が欠かせない。都議会第一
党の都民ファーストの会はもちろん，自民党や公明党更には共産党，立憲民主党など全会派
の議員連盟の速やかな結成が求められる。また，広範な都民を巻き込んだオール東京のムー
ブメントが欠かせない
18)
。
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17) 『読売新聞』2018年月日朝刊。
さらに，都県市の首脳会議の中に委員会を設けるなど首都圏の連携を構築することも喫
緊の課題だ。地方消費税の清算基準問題では利害が対立した東京都と神奈川県，埼玉県，千
葉県であるが
19)
，オリンピック・パラリンピックの開催の成功は，今後東京で必要とされる
それぞれ約兆円の道路整備や鉄道新線整備さらには約1,700億円の外国人受け入れ環境の
整備とともに首都圏の自治体としての共通のメリットであるからだ。
こうした広範な連携が図られてこそ，文字通りブラックボックスとなっている自民党税制
調査会等における透明性に富んだ議論と公正な政策決定の担保が図られると考える。
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